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に署名され同年9月3日に発効した，日本にとって4番目となる経済連携協定























英文が“AGREEMENT BETWEEN JAPAN AND THE REPUBLIC OF CHILE FOR A
STRATEGIC ECONOMIC PARTNERSHIP”，スペイン語が“ACUERDO ENTRE LA
REPÚBLICA DE CHILE Y JAPÓN PARA UNA ASOCIACIÓN ECONÓMICA
ESTRATÉGICA”である。




























































相手国 状況 交渉開始日 調印（署名）日 発効日
シンガポール 発効済み 2001年1月 2002年1月 2002年11月30日
メキシコ 発効済み 2002年11月 2004年9月 2005年4月1日
マレーシア 発効済み 2004年1月 2005年12月 2006年7月13日
チリ 発効済み 2006年2月 2007年3月27日 2007年9月3日
タイ 発効済み 2004年2月 2007年4月3日 2007年11月1日
インドネシア 発効済み 2005年7月 2007年8月20日 2008年7月1日
ブルネイ 発効済み 2006年6月 2007年6月18日 2007年7月31日
ASEAN 発効済み 2005年4月 2008年4月14日 2008年12月1日
フィリピン 発効済み 2004年2月 2006年9月9日 2008年12月11日
スイス 発効済み 2007年5月 2009年2月19日 2009年9月1日
ベトナム 発効済み 2007年1月 2008年12月25日 2009年10月1日
インド 発効済み 2007年1月 2011年2月16日 2011年8月1日
ペルー 発効済み 2009年5月 2011年5月31日 2012年3月1日
オーストラリア 発効済み 2007年4月 2014年7月8日 2015年1月15日
モンゴル 発効済み 2012年6月 2015年2月10日 2016年6月7日
TPP11 発効済み 2010年3月 2018年3月9日 2018年12月30日
EU 発効済み 2013年9月 2018年7月17日 2019年2月1日
TPP12 署名済み 2010年3月 2017年2月 米国離脱
カナダ 交渉中 2012年3月 （2014年11月第7回交渉会合開催）
コロンビア 交渉中 2012年12月 （2015年8月第13回交渉会合開催）
日中韓 交渉中 2013年12月 （2019年4月第15回交渉会合開催）
RCEP 交渉中 2013年5月 （2019年9月第28回交渉会合開催）
トルコ 交渉中 2012年11月 （2019年9月第17回交渉会合開催）
GCC 交渉中 2006年9月 （2007年1月第2回交渉会合開催）






























2）「ラテン・アメリカ統合連合」（Asociaión Latinoamericana de Integración, ALADI，英語で
の略称は LAIA）の枠組みの中で締結される自由貿易協定。















米環太平洋21世紀委員会 日本・チリ部会（Comité Siglo XXI, para la Cuenca


































































































































政治 － 枝村純郎 （兼）
経済 小林晋一郎 東京銀行中南米部長 團野廣一 ㈱三菱総研副社長
小林晋一郎 ㈱東京リサーチインター
ナショナル研究理事
学術 細野昭雄 筑波大学教授 細野昭雄 神戸大学，筑波大学教授




























































































































































































たちを驚かせた。（Eduardo Rodríguez Guarachi（2005）, ‘Japón y su interés











































































































































































30）DIario Financiero , ‘Gobierno no ha dado prioridad a la tramitación de acuerdos comerciales’,
6de julio de2006（2006年7月6日）．















































33）Xinhua News Agency, ‘Chile descarta premura en lograr un TLC con Japón’, July11,2006.
34）Xinhua News Agency, ‘Chile lamenta lentitud de negociaciones para TLC con Japón’, August
10,2006.
35）Agencia EFE , ‘Negociadores japoneses viajan a Chile optimistas pero cautelosos’, August25,
2006.
36）UPI Chile, ‘Acceso a mercados es tema central en la IV Ronda de negociación para TLC con
Japón’, August28,2006.





















































41）Diario Financiero , ‘IV Ronda con Japón : “Tenemos la mejor voluntad y las máximas
expectativas”,28de agosto de2006（2006年8月28日）.
42）UPI Chile, ‘Continúan negociaciones entre Chile y Japón para lograr TLC’, September 1,
2006．
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